
個人事業者の死亡届出書の記載要領等 
 

１ 提出すべき場合 

この届出書は、課税事業者である個人事業者が死亡した場合に、その相続人が被相続人の納税地を所轄

する税務署長に提出します（法57①四）。 

(注) 被相続人が適格請求書発行事業者である場合には、この届出書ではなく「適格請求書発行事業者

の死亡届出書」の提出が必要です（法57の３①）。 

 

２ 提出時期 

この届出書は、提出すべき事由が生じた場合に、速やかに提出することとされています。 

 

３ 記載要領 

⑴ 「死亡年月日」欄には、死亡した年月日を記載します。 

⑵ 「死亡した事業者」欄の「納税地」欄及び「氏名」欄には、死亡した事業者の納税地及び氏名を記載

します。 

⑶ 「届出人と死亡した事業者との関係」欄には、死亡した事業者と届出者との関係を記載します。 

⑷ 「参考事項」欄には、事業承継の有無、事業承継があった場合の事業承継者の住所又は居所、氏名及

びその他参考となる事項等がある場合に記載します。 

⑸ この届出書の控えを保管する場合においては、その控えには個人番号を記載しないなど、個人番号の

取扱いには十分にご注意ください。 

 


